
現職教員に対する高度な専門性と実践的指導力の育成―兵庫教育大
学のミッションの一つです。現職教員が再び学ぶ場であるとともに、教
育委員会や学校等との連携により、その研修・研鑽を支えることも重
要な使命です。時代の移り変わりに対応し、学校現場のニーズを捉え
た新たな研修の形が求められる今、進化し続ける兵教大の研修事業
を紹介します！

兵教大の研修事業
�現代的ニーズを捉えた研修

兵庫教育大学が取り組む「現代的ニーズを捉えた研修」一覧
研修事業名 連携機関 目的 対象

学校管理職・教育行政職特別研修 兵庫県教育委員会
（平成16年度～）

学校経営と教育行政専門職の
力量形成

1期：�県立学校の新任教頭等、�
県教育委員会の新任指導主事等、�
市町立中学校の新任教頭

2期：�市町立小学校の新任教頭、�
市町立特別支援学校の新任教頭

子供の成長と学力向上のための
市町村教育委員会指導主事の 
力量形成プログラム　

明石市教育委員会
（平成28年度） 指導主事の力量形成 市内の主任指導主事、

指導主事

教職大学院教員と指導主事等による
子供の成長と教員の
資質・能力向上のための
校内研究推進プログラム

伊丹市教育委員会
（平成29年度） 指導主事および

研究推進教員の力量形成
市内の主任指導主事、指導主事、
研究推進教員等西宮市教育委員会

（平成29年度）

新しい時代に対応する
学校管理職マネジメント研修　

北海道立教育研究所
長野県教育委員会
神戸市教育委員会ほか
（平成28年度～）

学校管理職の力量形成 小・中学校、高等学校、特別支援学校の
管理職（校長、副校長、教頭）

大学と連携した
英語指導力向上事業 

兵庫県教育委員会
（平成26年度～）

今後の兵庫の英語教育を担う
指導力の習得

県立高等学校教員、
市町組合立小学校教員、
市町組合立中学校教員

英語運用能力向上
研修プログラム

猪名川町教育委員会
(平成28年度～）

グローバル人材の基礎となる
英語運用能力の向上 町内小学校教員

稲美町教育委員会
（平成28年度～） グローバル意識の向上 町内幼稚園、

小・中学校教員

伊丹市教育委員会
（平成29年度～）

外国語活動に対する
意識改革と指導力向上 市内小学校教員

特別支援教育における
地域のトップリーダー

「アドバンスリーダー」の
研修プログラム開発

兵庫県立特別支援教育センター
(平成25年度～） 特別支援教育の

地域トップリーダー育成

特別支援学校のコーディネーター、
支援部員

岐阜県多治見市教育委員会
（平成28年度～）

市内特別支援教育コーディネーターの
一部

➡p.4

➡p.5

➡p.6

➡p.14

大学と連携した英語指導力向上事業（関連ページ→p.14）

英語運用能力向上研修プログラム（稲美町）

学校管理職・教育行政職特別研修（関連ページ→p.4）

兵庫県立特別支援教育センター主催「学校・地域・支援リーダー研修C」

教育最前線
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理
論
と
実
践
を
兼
ね
備
え
た
管
理
職
の
養
成
へ

｢
学
校
管
理
職・教
育
行
政
職
特
別
研
修
」

　
教
育
行
財
政
の
地
方
分
権
化

と
自
主
的
で
自
律
的
な
学
校
経

営
を
進
め
る
改
革
の
中
、教
育
行

政
と
学
校
経
営
の
在
り
方
が
大

き
く
見
直
さ
れ
、そ
の
担
当
者

に
は
新
た
な
力
量
が
求
め
ら
れ

る
時
代
と
な
っ
て
い
ま
す
。「
学

校
管
理
職
・
教
育
行
政
職
特
別

研
修
」は
、こ
れ
か
ら
の
兵
庫
に

お
け
る
教
育
行
政
と
学
校
経
営

を
担
う
学
校
指
導
者
が
、そ
の

基
礎
と
な
る
理
論
を
学
ぶ
と
と

も
に
、改
善
を
実
践
で
き
る
力

量
を
身
に
付
け
る
こ
と
を
目
的

に
、本
学
と
兵
庫
県
教
育
委
員
会

と
の
連
携
企
画
と
し
て
平
成
16

（
2
0
0
4
）年
度
に
ス
タ
ー
ト

し
ま
し
た
。

　
毎
年
5
月
～
6
月
に
、計
5

日
間
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
実
施
。

本
学
教
職
大
学
院
の
学
校
経
営

コ
ー
ス
や
教
育
政
策
リ
ー
ダ
ー

コ
ー
ス
の
各
教
員
、兵
庫
県
教
育

委
員
会
の
各
課
、教
育
研
修
所
等

の
指
導
主
事
や
管
理
主
事
を
は

じ
め
、県
内
外
の
学
校
関
係
者
を

講
師
や
助
言
者
と
し
て
招
く
な

ど
、多
彩
な
指
導
ス
タ
ッ
フ
で
構

成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
受
講
対
象
者
は
、兵
庫
県
内

（
神
戸
市
を
除
く
）の
公
立
の
小

学
校
、中
学
校
、高
等
学
校
、特
別

支
援
学
校
の
全
て
の
新
任
教
頭

と
、兵
庫
県
教
育
委
員
会
所
属
の

新
任
指
導
主
事
の
約
2
5
0
人

で
す
。演
習
を
中
心
と
す
る
5
日

間
の
研
修
を
通
し
て
、教
育
法
規

や
学
校
危
機
管
理
、地
域
と
の
連

携
協
働
等
の
内
容
に
つ
い
て
、メ

ン
バ
ー
を
固
定
し
た
コ
ー
ホ
ー
ト

（
学
習
を
協
力
し
て
行
う
同
僚

集
団
）で
現
状
の
課
題
や
そ
の
解

決
方
法
な
ど
を
共
有
。学
習
を

深
め
る
と
と
も
に
、リ
ー
ダ
ー
間

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
し
て
い

ま
す
。

　
今
年
度
で
14
回
目
と
な
る
同

研
修
は
、日
々
複
雑
化・多
様
化
す

る
教
育
現
場
へ
の
対
応
が
求
め
ら

れ
る
兵
庫
の
学
校
経
営・教
育
行

政
の
指
導
者
に
と
っ
て
、欠
く
こ

と
の
で
き
な
い
も
の
と
な
っ
て
い

ま
す
。

平成29年度実施概要
日程 研修テーマ 対象者
1期：5月17日～19日、 １日目 教育行政・学校経営改革と学校組織マネジメント １期（111人：男性88人、女性23人）

6月12日～13日 ２日目 学校経営ビジョン・業務改善 県立学校の新任教頭等、県教育委員会の新任指導主事等、
2期：5月31日～6月2日、 ３日目 教育法規と学校危機管理・いじめ問題対応 市町立中学校の新任教頭

6月19日～20日 ４日目 労務管理と地域の連携協働・カリキュラム開発 ２期（129人：男性89人、女性40人）
５日目 学校評価と教職員評価・育成 市町立小学校の新任教頭、市町立特別支援学校の新任教頭

平 成16年にスタートした「学校管理職・教育行政職
特別研修」も、今年度で14回目となりました。この

間、延べ3,376人の学校管理職・教育行政職員が受講
し、県内の公立学校（神戸市を除く）に在籍するほぼ全て
の管理職が受講を終えて勤務しています。
　本研修では、発足当初から国、県の施策、学校組織マ
ネジメント、危機管理等、学校経営に必要不可欠なプログ
ラムを一貫して実施しているほか、学校を取り巻く状況に
対応した事例研究や演習を取り入れています。また、5日
間の期間中、同じグループで研修に取り組むことにより、
同期の管理職との横のつながりが強くなる効果も生まれ
ています。
　発足時から体系的な管理職研修のカリキュラムモデル
として全国から注目を集める同研修ですが、毎年、内容や
方法について大学と検討し、その時々に応じた研修となる
ようブラッシュアップを重ねています。今後も兵庫教育大学
との連携を密に図り、学校経営に必要な力量を獲得でき
る研修となるよう、より一層の充実に努めていきます。

兵庫県教育委員会事務局教職員課課長

今
いま

井
い

一
かず

之
ゆき

さん

「学 校管理職・教育行政職特別研修」の特徴は3つあり
ます。第1に、研修企画に際して、学校管理職・教育

行政職に求められる力量を整理し、その実践ができるように
16科目25時限を配置していることです。また、数多くの科目
候補から、現場や自己啓発で学ぶより集合方式の研修の方
が効果の上がるものを精選しています。
　第2に、研修で学んだことの実践への橋渡しの工夫です。
理論や制度を紹介した後、事例で演習し、それを踏まえて、わ
が校での活用を検討します。また、受講生は毎回、研修振り
返りシートを書き、研修終了後には「研修内容のまとめ」「自
己認識の変容レポート」「自分自身の職能開発プラン」を提
出し、研修で学んだことの定着を目指します。
　そして第3は、PDCAサイクルです。研修後の受講者アン
ケートでは、科目ごとに評価を出しています。それらを参考にし
て、毎年度、科目の内容や進め方を改善・改訂しています。本
年度は、25時限のうち5時限に大幅な見直しが入りました。
以上3つの特徴を今後も継続しようと考えています。

学校経営コース長

淺
あさ

野
の

良
りょう

一
いち

 教授

連
携
機
関
　
兵
庫
県
教
育
委
員
会

連携機関の声

事業責任者の声

教育最前線
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現
場
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド
型
の
研
修
を
実
現

｢
子
供
の
成
長
と
学
力
向
上
の
た
め
の
市
町
村
教
育
委
員
会
指
導
主
事
の
力
量
形
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
」

　
子
ど
も
の
成
長
と
学
力
向
上

を
支
え
、「
チ
ー
ム
学
校
」を
推

進
す
る
上
で
教
育
委
員
会
や
指

導
主
事
が
果
た
す
役
割
は
大
き

く
、学
校
の
教
育
課
程
、学
習
指

導
、そ
の
他
学
校
教
育
に
関
す
る

専
門
的
な
指
導・助
言
等
と
多
岐

に
わ
た
り
ま
す
。し
か
し
、そ
の

た
め
の
専
門
性
を
高
め
る
研
修

等
の
機
会
は
不
足
し
て
い
る
の

が
現
状
で
す
。そ
こ
で
、指
導
主

事
に
求
め
ら
れ
る
力
量
形
成
の

た
め
の
研
修
が
必
要
で
あ
る
と

考
え
ま
し
た
。

　
本
学
は
か
ね
て
か
ら
明
石
市

教
育
委
員
会
と
連
携
協
力
協

定
を
締
結
し
て
お
り
、現
職
教

員
の
研
修
や
教
育
活
動
に
深

く
関
わ
っ
て
き
ま
し
た
。こ
の

連
携
協
力
を
背
景
に
、平
成
28

（
2
0
1
6
）年
に
指
導
主
事
の

力
量
形
成
を
目
的
と
す
る
研
修

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
築
し
、研
修
を

開
始
し
ま
し
た
。

　
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
教
育
委
員

会
と
の
協
議
に
よ
り
、学
校
経

営
、教
科
指
導
、生
徒
指
導
、特

別
支
援
な
ど
明
石
市
の
小・中
学

校
が
抱
え
る
課
題
を
研
修
テ
ー

マ
の
中
心
と
し
、各
テ
ー
マ
に
対

応
で
き
る
本
学
の
教
員
を
講
師

と
し
て
決
定
。そ
し
て
、各
回
の

担
当
指
導
主
事
と
講
師
が
打
ち

合
わ
せ
て
具
体
的
な
内
容
を
固

め
て
い
き
ま
し
た
。ま
さ
に
、明

石
市
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
オ
ー

ダ
ー
メ
イ
ド
型
の
研
修
を
実
現

し
た
の
で
す
。

　
研
修
参
加
者（
指
導
主
事
）の

事
後
ア
ン
ケ
ー
ト
か
ら
は
、学
校

教
育
現
場
と
の
連
携
の
重
要
性

に
つ
い
て
述
べ
る
意
見
が
多
く
見

ら
れ
る
と
と
も
に
、こ
の
研
修
で

身
に
付
け
た
ス
キ
ル
を
学
校
教

育
現
場
に
還
元
し
て
い
こ
う
と

す
る
考
え
が
醸
成
さ
れ
た
こ
と

が
伺
え
ま
し
た
。平
成
29
年
度
以

降
は
、こ
の
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
が

よ
り
実
践
的
な
も
の
と
な
る
よ

う
、内
容
を
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
さ
せ

て
い
く
予
定
で
す
。

研修プログラム シンポジウム
日程 研修テーマ　　　　　　　　　　　　　参加人数 日程
平成28年7月14日 第１回 市町教委指導主事の力量アップのために 34人 平成28年12月３日

7月19日 第２回 生徒指導のいまとこれから 30人 テーマ
8月29日 第３回 教科指導の支援 25人 指導主事の力量形成と資質向上
8月31日 第４回 特別支援教育の充実 25人 ―子供の成長と学力向上のために―
10月21日 第５回 向上心をもって学び続ける指導主事 24人 参加人数　60人

本市教育委員会に在職する指導主事の多くは、学校
現場に戻り管理職になります。しかし、年齢や経験

年数の幅や配置部署も多様で、研修は自身の職務に係
ることが中心で機会も限られており、「学び続ける指導主
事」であるための組織的な研修体制の構築が課題となっ
ていました。
　本プログラムでは、研修内容を本市の学校現場が抱え
る課題とし、各回の研修テーマに沿った担当課・担当者に
よる問題提起を取り入れました。講師との打ち合わせなど
を密にすることで指導主事の調整能力やプレゼン能力等
の向上を図ることができました。また、グループ演習が多く、
自身が管理職ならどのように対応するのかという視点を持
ち、学校への指導助言について具体的な協議ができまし
た。課題の捉え方、課題解決の着眼点、アドバイスポイン
トについて演習を進め、学校経営ビジョンだけでなく、成果
指標等の見直しについても助言を受け、本市の教育施策
を見直す良い機会にもなりました。

明石市教育委員会事務局次長（指導担当）

平
ひら

田
た

高
たか

之
ゆき

さん

本事業（教員の資質向上のための研修プログラム開
発事業）は、平成28年度に、独立行政法人教員研

修センター（29年度から独立行政法人教職員支援機構）
の委嘱を受けて、「子供の成長と学力向上のための市町
村教育委員会指導主事の力量形成プログラム」の開発
を、明石市教育委員会と本学の教職大学院を中心とした
教員が共に行ったものです。
　本プログラムの大きな特色は、明石市の担当指導主事
が学校教育現場の教育課題を分析し、それを解決するた
めの研修の内容を本学教員と共に創り上げたことにありま
す。また、担当指導主事を中心に全ての部署の指導主事
が、それぞれのプログラムに参加したことにあります。なぜな
ら、指導主事はいずれ管理職として学校教育現場に戻り
ます。学び続ける指導主事は、学び続ける管理職となり、
学び続ける教員と子どもを育てることになるからです。
　明石市教育委員会との研究成果が各地に広がること
を期待しています。

米
こめ

田
だ

  豊
ゆたか

 副学長

連
携
機
関
　
明
石
市
教
育
委
員
会

連携機関の声

事業責任者の声
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学
校
管
理
職
の
組
織
運
営
能
力
向
上
の
た
め
に

「
新
し
い
時
代
に
対
応
す
る
学
校
管
理
職
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修
」

　
現
在
、多
く
の
学
校
管
理
職
研
修

に
用
い
ら
れ
て
い
る
テ
キ
ス
ト「
学

校
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修－こ
れ

か
ら
の
校
長
、教
頭
等
の
た
め
に
」

は
、国
を
は
じ
め
都
道
府
県
、市
町

村
に
お
い
て
、管
理
職
に
必
要
な
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
定
着
し
て

い
ま
す
。そ
の
中
で
、マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

の
基
本
原
理
は
、①
管
理
職
は
組
織

の
ビ
ジ
ョ
ン「
共
通
目
標
」を
打
ち

出
す
こ
と
、②「
現
状
」を
把
握
す

る
こ
と
、③
目
標
と
現
状
の
ギ
ャ
ッ

プ
か
ら
課
題
を
捉
え
、資
源
を
有
効

に
活
用
し
方
策
を
立
て
る
こ
と
の

3
点
で
あ
り
、①
→
②
→
③
の
順
番

に
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
進
め
る
こ
と
と

記
さ
れ
て
い
ま
す
。そ
れ
に
よ
り
、

学
校
は
校
長
と
い
う
組
織
の
リ
ー

ダ
ー
が
組
織
の
ビ
ジ
ョ
ン
で
あ
る

「
学
校
教
育
目
標
」を
し
っ
か
り
打

ち
出
す
こ
と
が
通
例
と
な
り
ま
し

た
。こ
の
た
め
、「
学
校
教
育
目
標
」

を
校
長
一
人
で
考
え
る
こ
と
と
な

り
、教
職
員
、児
童・生
徒
、地
域・保

護
者
と
の
共
有
は
十
分
と
は
言
え

な
い
状
況
で
す
。

　
文
部
科
学
省「
総
合
的
な
教
師

力
向
上
の
た
め
の
調
査
研
究
事
業
」

の
一
環
と
し
て
、本
学
で
は「
地
方

教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関

す
る
法
律
」の
改
正
や
平
成
27
年
12

月
21
日
中
央
教
育
審
議
会
答
申
を

受
け
、こ
の
順
番
性
を
②
→
①
→
③

と
並
べ
替
え
る
必
要
が
あ
る
と
の
考

え
か
ら「
新
し
い
時
代
に
対
応
す
る

学
校
管
理
職
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
修
」

を
開
発
し
ま
し
た
。こ
れ
は
学
校
に

お
け
る
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
い
わ

ゆ
る「
企
業
型
か
ら
公
務
員
型
に
」

変
え
る
作
業
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

　
研
修
に
当
た
っ
て
は
、六
つ
の
テ

キ
ス
ト（
情
報
収
集
、分
析
、構
想
、

企
画
、実
行
、判
断
）を
作
成
し
、全

国
へ
の
波
及
効
果
も
考
慮
し
た
上

で
、講
師
育
成
も
行
っ
て
い
ま
す
。

28
年
度
に
は
全
国
6
地
域
で
約
千

人
の
学
校
管
理
職
を
対
象
に
研
修

を
実
施
。29
年
度
は
前
年
度
の
研
修

内
容
の
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
も
含
め
、

9
地
域
に
広
げ
て
約
1
3
0
0
人

を
対
象
に
、各
地
域
の
ニ
ー
ズ
に
応

じ
た
体
制
で
行
う
予
定
で
す
。

平成29年度実施予定
対象者 対象者

北海道 小学校、中学校、高校、特別支援学校の副校長、教頭、校長２年目以上46人 神戸市 ２年目の校園長約40人
長野県 小学校、中学校、特別支援学校の校長（新任約100人、２年目約400人） 函館市 小学校、中学校の校長、教頭（新任、２年目、３年目）約70人
福井県 小学校、中学校、高校の新任教頭約80人 浜松市 小学校、中学校の校長約150人
三重県 小学校、中学校、高校の新任教頭約120人 延岡市 小学校、中学校の校長約40人
沖縄県 小学校、中学校の校長、指導主事約90人

学校現場には対処しなくてはならない課題が多くあり
ます。学力向上、いじめ対策、インクルーシブ教育、

道徳・英語の教科化などに加え、教員の多忙化対策もク
ローズアップされてきました。それらを総合的に解決しよう
と思えばカリキュラム・マネジメントが重要ですが、組織力
の強化に向けて、管理職の学校運営能力向上も欠かす
ことはできません。
　しかし、人は自己の経験値の中から判断し行動する傾
向があり、新たな状況や未知の分野にどう対応したらよい
かを学ぶ機会は意外と少ないものです。本研修は知識を
持ち帰ったり正解を探したりするのではなく、参加者同士
の意見交換や事例研究を通して考え方を学び、学校管
理職としてのマネジメント能力を向上させることを目指して
います。
　自身の傾向（クセ）や弱点に気付かせてくれる大変貴重
な機会になりました。

神戸市立高羽小学校校長
（前神戸市教育委員会 総合教育センター首席指導主事）

稲
いな

垣
がき

  健
たけし

さん

平成27年4月の「地方教育行政の組織及び運営に
関する法律」の改正は、教育行政への影響は言う

に及ばす、学校現場にも大きな影響を与えるものでした。
今回の改正では、戦後確立した教育委員会制度の原則
でありながら教育の世界ではどちらかというと軽んじられて
きた、教育における民主性の担保や地方分権がクローズ
アップされました。
　これらの改正を受けて、学校現場の意識を変えることは
非常に重要なことです。文部科学省はこれらのことから、
兵庫教育大学先導研究推進機構を中心に構成する研
究会に、新教育委員会制度下における学校管理職研修
プログラムの開発研究を委嘱し、5年目を迎えています。
　プログラムは現在も開発中ですが、マネジメントとリー
ダーシップについて、完成すれば12のテキストから構成さ
れる予定です。現在、北海道、長野県、福井県、三重県、
長崎県、沖縄県、浜松市、神戸市、函館市、下関市がこの
テキストを使い、半日から一週間の範囲でそれぞれの状況
に応じて管理職研修を実施しています。

教育政策リーダーコース長

日
ひ

渡
わたし

  円
まどか

 教授

連
携
機
関
　
神
戸
市
教
育
委
員
会
ほ
か

連携機関の声

事業責任者の声

教育最前線
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